
 

 

木造住宅の耐震化事業 

のご案内 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震診断・耐震補強設計・耐震改修工事 

費用の一部を補助します 

～あなたの住まいは大丈夫ですか？～ 

 

 

常 総 市 

（令和元年度版） 



常総市木造住宅耐震化事業の概要 

 

地震に強いまちづくりを進めるため，市では木造住宅の耐震化事業【耐震診断，耐震補強設計，

耐震改修工事】を行う際の費用の一部を補助します。 

なお，補助を受けるには，耐震化事業を実施する前に，補助金交付申請の手続きを行う必要があ

ります。耐震化事業後の補助金交付申請はできませんのでご注意ください。 

 

■ 対象となる木造住宅                        

市内に存する住宅で，以下のすべてに該当するもの。 

１ 本市に住所を有する者が自ら所有し，かつ居住する一戸建ての木造住宅であること。 

２ 昭和５６年５月３１日以前の建築基準法の規定に基づく基準で建築されたものであること。 

３ 柱，梁その他の主要構造部が在来軸組構法，伝統的構法または枠組壁工法で建築されたも

のであること。 

４ 地上階数が２以下であること。 

５ 兼用住宅の場合は，延べ面積の２分の１以上を居住の用に供するものであること。 

６ 所有者及びその世帯員が市税及び国民健康保険税を滞納していないこと。 

 

■ 耐震診断の内容                          

耐震診断は，茨城県知事が認定した茨城県木造住宅耐震診断士による耐震診断で，「木造住宅の

耐震診断と補強方法（改訂版）」（国土交通省住宅局建築指導課監修，一般財団法人日本建築防災

協会発行）に基づく一般診断または精密診断に限ります。 

【茨城県木造住宅耐震診断士】 

茨城県木造住宅耐震診断士の名簿は常総市のホームページまたは常総市都市建設部都市計

画課の窓口でご覧いただけます。 

【一般診断】 

    目視や設計図書などを元に診断を行い，耐震補強の必要性の有無を判定します。 

【精密診断】 

    耐震補強の必要性が高いものについて，仕上げ材の一部を引き剥がし壁などの内部を確認

し，より詳細な情報に基づき，補強の必要性の最終的な診断を行います。 

 

※平成２６年度まで実施の木造住宅耐震診断士派遣事業を利用された方は，一般診断は対象と

なりません。 

 

 

 



■ 耐震補強設計の内容                        

耐震診断の結果，上部構造評点が１．０未満と判定された木造住宅の耐震補強設計に限ります。 

 

【上部構造評点】 

  建築物の構造強度を示す指標の一つであり，以下のように判定されます。 

上 部 構 造 評 点 判    定 

１．５以上 倒壊しない 

１．０以上～１．５未満 一応倒壊しない 

０．７以上～１．０未満 倒壊する可能性がある 

０．７未満 倒壊する可能性が高い 

 

■ 耐震改修工事の内容                        

上部構造評点を１．０以上にするための耐震改修工事に限ります。 

また，補助対象は，耐震性能の向上を目的とした改修工事のみです。リフォーム工事などを同

時に行う場合は，経費を分けてください。 

 

■ 補助金の額                            

【耐震診断】   耐震診断に要する費用の３分の２  （限度額 ５万円） 

【耐震補強設計】 耐震補強設計に要する費用の２分の１（限度額１０万円） 

【耐震改修工事】 耐震改修工事に要する費用の２分の１（限度額３０万円） 

 

※ただし，その額に１，０００円未満の端数が生じたときは，これを切り捨てた額とします。 

 

■ 受付期間                             

令和元年６月２４日（月）～令和元年１０月３１日（木） （土・日・祝日を除く） 

８：３０～１７：００ 

 

※予算額に達した時点で受付終了となります。 

 

■ 受付窓口                             

都市建設部都市計画課（本庁舎２Ｆ） 

 



■ 提出書類一覧                           

１ 補助金交付申請書【様式第１号】 

  〈添付書類〉 

  （１）登記事項証明書または住宅の所有者が確認できる書類 

  （２）建築確認通知書の写しまたは住宅の建築年月日が確認できる書類 

  （３）耐震化事業に要する費用に係る見積書の写し 

  （４）耐震診断の場合は，茨城県木造住宅耐震診断士の免許の写し 

  （５）耐震補強設計または耐震改修工事の場合は，耐震診断結果報告書の写し 
 

２ 補助金交付変更・中止申請書【様式第３号】 (耐震化事業の内容の変更・中止をする場合) 

〈添付書類〉 

（１）変更の内容が明らかになる書類 

（２）交付申請額を変更する場合は，耐震化事業に要する費用に係る見積書の写し 
 

３ 補助金実績報告書【様式第５号】 

  〈添付書類〉 

  （１）耐震診断結果報告書（耐震補強設計または耐震改修工事の場合は，耐震補強設計後の耐

震診断結果報告書）等の成果品の写し 

  （２）耐震化事業の実施に係る契約書の写し 

  （３）耐震化事業に要した費用に係る領収書または請求書の写し 

  （４）耐震化事業の実施状況に係る写真 

  （５）耐震補強設計または耐震改修工事の場合は，耐震補強設計書及び耐震補強設計図の写し 
 

４ 補助金請求書【様式第７号】 

   

※様式は常総市のホームページからダウンロードできます。 

 

■ 所得税の控除                           

自己の居住の用に供する家屋について一定の耐震改修工事を行った場合，その年の所得税額か

ら耐震改修に要した費用の一部が控除されます。 

詳しくは，税務署にお問い合わせください。 

 

下館税務署 

〒308-8608 筑西市丙 116 番地 16 筑西しもだて合同庁舎 

電話 0296-24-2121 

 

 



■ 固定資産税の減免                           

耐震改修工事を行った場合，固定資産税が減額されます。 

詳しくは，市民生活部税務課にお問い合わせください。 

 

常総市市民生活部税務課 

電話 0297-23-2907 

 

■ 問い合わせ                            

  常総市 都市建設部 都市計画課  電話 0297-30-6202 



木造住宅耐震化事業の流れ 

 

     【市】        【市民の皆様】      【木造住宅耐震診断士】 

                                    【工事施工者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象要件確認 

耐震診断士又は 

工事施工者の選定 
耐震診断士名簿の公開 

見積書の作成 

補助金交付申請 

【様式第１号】 
受付・審査 

交付確定通知書の受理 

契 約 

報告書の受理 

実績報告書 提出 

【様式第５号】 
受付・審査 

請求書の受理・支払い 

補助金受領 

補助金請求 

【様式第７号】 

補助金交付決定通知 

【様式第２号】 

契 約 

耐震化事業の実施 

費用の支払い 費用の受領 

補助金確定通知 

【様式第６号】 

交付決定通知書の受理 


